
≪事業の目的及び現在の取組み概要等≫

目標（誰（何）をどのよう
な状態にしたいのか）

初任者の介護職員の介護技術を向上させ、ケアの質を高めるとともに、職員の技術不足に
起因する不安や負担を軽減することにより早期離職者を減らしたい。

課題（どういうことをする
必要があるのか）

初任者の介護職員が、場所や時間を問わず、自ら介護技術を高められるような教材を提供
する必要がある。

≪事業の概要≫

事業の具体的内容
（対象、事業主体、事業
期間、総事業費、事業

費内訳等記載）

（介護職員初任者向け介護技術研修動画作成）

介護現場における介助（食事・入浴・着脱・排泄・歩行・移乗・移動など）の方法や注意点な
ど、ベテランの介護職員が実際にやってみせながら解説する短い動画（1分～3分程度）を複
数作成し、動画配信サービス（YouTubeを想定）を利用して広く一般に公開。
初任者の介護職員の都合の良い時間に閲覧してもらうことで、職員の技術及びケアの質を
高めるとともに、職員の技術不足に起因する不安や負担を軽減することによる早期離職者
の減少を目指す。

　【事業期間】令和3年度
　【総事業費】1,332千円
　【事業費内訳】
　　　介護技術研修動画作成委託料　1,100,000円
　　　出演者（介護職員）への報償費　　232,000円

上記の問題点に対して
現在行っている事業の

有無
　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）

当該新規・拡大事業を
行うにあたり、縮小・統

合・廃止する事業

　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）
　新規・拡大事業を行うためには、今までやってきた取組みを検証し、成果や効果が低い事
務事業の終了も含めた「選択と集中」に努めることが不可欠です。

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

高齢者が 住み慣れた地域で生活を送っている。

現状・問題点

介護分野においては慢性的に人材が不足している状況であり、公益財団法人介護労働安
定センターのデータから職場における介護職員の悩みや不安として、部下の指導が難しい、
ケアの方法等について意見交換が不十分である、利用者に適切なケアができているか不安
がある等の意見がある。
一方で、その解消に役立っているものとして、介護能力の向上に向けた研修、実務の中で上
司や先輩から指導や助言を受ける機会の設定が挙がっている。
このような中、コロナ禍により実技を伴う研修の開催が難しくなっており、人手不足もあること
から、初任者の介護職員が介護技術を向上させるために必要十分な研修を受けることがで
きず、また必要な時にすぐ参照できるような教材もないため、ケアの質の低下及び職員の早
期離職が懸念される状況にある。

基本施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

高齢者が 生きがいを持ち、地域で支え合い安心して暮らしている。

個　別　施　策 F2-4 介護サービスの充実を図ります

個別施策の目的
（対象と意図）
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基　本　施　策 F2 高齢者が暮らしやすい地域づくりを進めます
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≪基本情報≫

新 規

拡 大



　介護分野では、慢性的な人手不足をはじめ、職員の早期離職が増加している。公益財団法人介護労働安定セン
ターの調査では、「利用者に適切なケアができているか不安がある」などの不安や悩みに関する意見があるが、新型
コロナウイルス感染症拡大の影響により、介護能力向上に向けた実技研修等の開催が難しいほか、必要時に参照で
きる教材がない状況である。
　そのため、介護現場における介助方法や注意点等を解説する動画を作成し、動画配信サービス（YouTubeを想定）
で公開することで、初任者の介護職員が時間や場所を問わず、介護技術を高められる教材を提供するものである。
　介護現場における動画の必要性、長崎市が実施する必要性が明確でないことなどから、当該事業が適当な事業と
は判断できない。

(2) 評価会議における指摘事項

成
果

(

活
動

)

指
標

指標（単位） 動画視聴数の合計

年　　　度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目　標　値

財源名称　

総　　　額

福祉基金

10,000

成果指標及び
目標値の説明

作成した動画を実際に視聴（利用）し、介護技術の向上につなげてもらうために、動画視聴
数を指標とし、目標値を10,000回（勤続年数1年未満の初任者の介護職員500人×動画本数
20本）とする。

評　価　結　果

(1)今後の事業の方向性と理由

予
算
額

地方債

市民等の参画と
協働のまちづくり

（取組みに☑をし、
その内容を記載）

動画配信内容の企画立案・台本作成・出演について、長崎市老人福祉施設協議会など関係
団体と十分に協議し、推薦いただいた介護職員が行う。

事　業　期　間 （　　年度～　　年度　）

その他 一般財源

当　年　度 1,332 1,332

業務量の増減 38時間の増

金額（千円） 国 県

単年度 単年度繰り返し 期間限定

一部不採択

所管案のとおり

企画不十分

事業規模縮小

企画不十分不採択

採択
事業のやり方改善 事業規模拡大

事業統廃合 その他

情報共有 参画 協働


